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「IPネットワーク設備委員会 報告（案）に対する意見募集」（「ネットワークの IP化に対応した電気

通信設備に係る技術的条件」のうち「電気通信サービスの利用実態の変化等を踏まえた電気通信事故報

告制度の在り方」）に関し、別紙のとおり意見を提出します。 



別紙様式 

意見対象項目（該当箇所） 意見 

該当ページ 該当する記載  

P41 ③対応の方向性  

データ通信サービスは、音声通話

サービスと概ね同等の重要度を有

していることを踏まえると、これ

らのサービスの「重大な事故」の

報告基準についても、同等の基準

へ見直すことが適当である。  

すなわち、「その他」区分のうち、

インターネットアクセス・接続サ

ービスの報告基準を、「緊急通報を

取り扱わない音声伝送役務」と同

等の基準へ見直すことが適当であ

り、現行基準の【「１時間以上 か

つ 100万人以上」又は「２時間以

上 かつ ３万人以上」】を、【「１時

間以上 かつ 10万人以上」又は

「２時間以上 かつ ３万人以上」】

に見直すことが適当である。 

「データ通信サービスは、音声通話サービ

スと概ね同等の重要度を有している」とあり

ますが、これを紐解くと「人の音声を伝送す

る技術は、従来の電気通信番号を用いた音声

通話のみならず、IPを基盤としたデータ伝送

設備上で電気通信番号を用いないで提供され

る音声通話が、一定程度、我が国で普及して

いることを指しているものと理解します。し

かし、一定程度の帯域を確保したうえで提供

される音声通話サービスと、帯域を確保しな

いでデータ伝送設備及びインターネット上で

提供される音声通話とでは、品質・技術とも

に全く異なります。 

当協会の会員の多くが提供する ISP（イン

ターネット接続）はデータ通信サービスに該

当しますが、会員のほとんどは当該データ伝

送設備及びインターネット上での音声通話を

提供していなく、アプリ等を用いたサービス

提供事業者が提供しているものと理解してお

ります。 

この理解に基づけば、今回規制拡大を対象

とすべきは、データ通信サービスというイン

フラ全体ではなく、当該インフラ及びインタ

ーネット上で音声通話を提供する事業者では

ないかと考えております。 

 

当協会の会員は、今回の重大事故の対象と

なる報告基準の範囲の拡大により、システム

等に自らのコストを払い、時間を割き対応す

ることとなります。報告については事案に応

じて濃淡も付け対応する方針との事ですが、

事業者からは実務作業のさらなる負担への懸



念が挙がっております。今回の改定実施に当

たっては十分な周知及び実施のための準備期

間を設けていただきたいと思います。 

P53 こうした重要度を踏まえ、現状に

おいては無料の音声通話について

有料の音声通話と同等の報告基準

を維持しつつ、将来の報告基準の

見直しに当たって、無料の音声通

話の利用状況やその通信品質等に

対する利用者の期待に有料のもの

と比べて相違が認められる場合に

は、その基準の見直しを検討する

ことが適当である。 

無料の音声通話については、電気通信番号

を用いない形態で提供されているものがある

と認識しております。報告基準の見直しにあ

たっては、こうしたサービス形態の多様化す

る中で犯罪抑止等の観点も含めて検討が行わ

れることが望ましいと考えます。 

 


